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法令および定款に基づく
インターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表
（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」につきま

しては、法令および定款第18条の規定に基づき、インターネット上の当社

ウェブサイトに掲載することにより株主の皆様に提供しております。

表紙
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連結注記表

第157期（平成27年３月期）

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　　　　　　53社

主要な連結子会社の名称　　　　東洋紡ＳＴＣ㈱

日本エクスラン工業㈱

御幸毛織㈱

東洋紡不動産㈱

呉羽テック㈱

東洋紡エンジニアリング㈱

東洋クロス㈱

当連結会計年度より、重要性の観点から、PT. TOYOBO INDONESIAを連結の範囲に含めて

おります。また、東洋紡バイオロジックス㈱は当社と、中京産業㈱は御幸毛織㈱と合併し

たことにより、敦賀フイルム㈱はキャストフィルムジャパン㈱を存続会社とする吸収合併

により消滅したため、TC Preferred Capital Limitedおよび東洋染色工業㈱は清算結了し

たことにより、それぞれ連結の範囲から除外しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称　　　㈱呉羽アパレル

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に

見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影

響を及ぼさないため連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社の数　９社

主要な会社の名称　　　　　　　日本ユピカ㈱

当連結会計年度より、PHP Fibers GmbHを出資持分の取得により、キャストフィルムジャ

パン㈱を合併に伴う新株割当交付による株式の取得により、持分法適用の範囲に含めてお

ります。また、水島アロマ㈱および日本ユニペット㈱は株式を売却したため、持分法適用

の範囲から除外しております。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社（㈱呉羽アパレルほか）および関連会社（Kureha

(Thailand)Co.,Ltd.ほか）は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に

見合う額）等が、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため持分法適用の範囲

から除外しております。

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に

係る計算書類を使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、その決算日が連結決算日と異なる会社は19社であり、いずれも決算日は

12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたり、上記19社については、当該事業年度に係る当該各社の計算書

類を基礎としておりますが、当該会社の決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては必要な調整を行っております。

－ 1 －
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４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…………　償却原価法（定額法）を採用しております。

その他有価証券

(ｲ) 時価のあるもの……　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

を採用しております。

(ﾛ) 時価のないもの……　移動平均法による原価法を採用しております。

棚卸資産………………………　主として総平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収

益性の低下による簿価切下げの方法により算定）を採用して

おります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。

リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リ

ース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金……………………　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。

賞与引当金……………………　従業員に対する賞与金の支払いに充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。

役員退職慰労引当金…………　一部の連結子会社は役員の退職慰労金の支払いに備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度末時点の見積額を計上して

おります。

環境対策引当金………………　法令に基づいた有害物質の処理など、環境対策に係る支出

に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を引当計上し

ております。

－ 2 －
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(4) 重要な繰延資産の処理

社債発行費……………………　支出時に全額費用として処理しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法……………　繰延ヘッジ処理、為替予約の振当処理および金利スワップ

の特例処理

ヘッジ手段とヘッジ対象……　為替変動および金利変動のリスクを、先物為替予約・金利

スワップ等の手段を用いてヘッジしております。

ヘッジ方針……………………　デリバティブ取引に関する内部規定に基づき、実需の範囲

内で行うこととしております。

ヘッジ有効性評価の方法……　ヘッジ対象とヘッジ手段それぞれの相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の累計の比較により、有効性を評価してお

ります。ただし、特例処理によっている金利スワップは、そ

の適用要件を満たしていることで有効性評価を省略しており

ます。

(6) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込

額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。ただし、当

社の企業年金基金制度においては、年金資産見込額が退職給付債務見込額に未認識過去勤務

費用および未認識数理計算上の差異を加減した額を超過しているため、退職給付に係る資産

として計上しております。

会計基準変更時差異は、15年による定額法により費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均勤続勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。

未認識過去勤務費用および未認識数理計算上の差異については、税効果を調整のうえ、純

資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(7) のれんおよび負ののれんの償却に関する事項

のれんおよび平成22年４月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれんは、５年

間の均等償却を行っております。

(8) 消費税等の会計処理

税抜き方式によっております。

５．会計方針の変更

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下、「退職

給付会計基準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第25号　平成27年３月26日。以下、「退職給付適用指針」という。）を、退職給付

会計基準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会

計年度より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期

間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従

業員の平均残存勤務期間に基づく方法から、退職給付の支払見込期間および支払見込期間ご

との金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法に変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱い

に従っており、当連結会計年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の

変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が2,885百万円、退職給付に係る資

産が1,452百万円、それぞれ減少し、利益剰余金が917百万円増加しております。また、当連

－ 3 －
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結会計年度の営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益への影響はそれぞれ軽微で

あります。

なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額は１円３銭増加しております。また、１株当

たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。

連結貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 408,374百万円

２．主な担保資産及び担保付債務

担保に供している有形固定資産 1,092百万円

担保に供している現金及び預金 26百万円

担保付の流動負債のその他 280百万円

担保付の長期借入金（１年内含む） 341百万円

３．偶発債務

(1) 受取手形割引高及び裏書譲渡高 30百万円

(2) 保証債務 3,064百万円

４．土地再評価差額金

土地の再評価に関する法律に基づき、当社および連結子会社２社、持分法適用関連会社１社

は事業用の土地の再評価を行い、再評価差額金のうち、当社の持分相当額を純資産の部に計上

し、再評価差額に係る税効果相当額は負債の部に計上しております。

(1) 当社および連結子会社１社、持分法適用関連会社１社

再評価の方法……………………　土地の再評価に関する法律施行令第２条第１号、第３号

および第４号に定める方式により算出

再評価を行った年月日…………　平成14年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額…

32,354百万円

(2) 連結子会社１社

再評価の方法……………………　土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号に定める

方式により算出

再評価を行った年月日…………　平成12年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額…

3,144百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式　890,487,922株

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議
株 式 の
種 類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

平成26年６月27日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 3,108 3.5 平成26年３月31日 平成26年６月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決 議
株 式 の
種 類

配当金の
総 額
（百万円）

配当原資
１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効 力 発 生 日

平成27年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 3,107
利 益
剰 余 金

3.5 平成27年３月31日 平成27年６月29日

－ 4 －
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については、元本回収の安全性および十分な流動性を確保した上

で短期の金融商品に限定して実施しております。また資金調達については、社債等の直接金融

と借入金等の間接金融を併用しております。デリバティブは、為替変動リスク、金利変動リス

クのヘッジを目的として実需の範囲内に限定して利用し、レバレッジ効果の大きい取引や投機

目的の取引を行わない方針であります。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、当社の与信管理規定に沿ってリスク低減を

図っております。また、投資有価証券は主に取引先企業との業務に関連する株式であり、定期

的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等の把握を行っております。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及び社債は主

に設備投資と投融資に係る資金調達であります。借入金の一部は、金利変動リスクを回避する

ために、個別契約ごとに金利スワップを主としたデリバティブ取引をヘッジ手段として利用し

ております。なお、デリバティブ取引は当社グループの規定に従い、実需の範囲で行うことと

しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次

のとおりであります。
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

(1) 現金及び預金 20,550 20,550 －

(2) 受取手形及び売掛金 83,710 83,710 －

(3) 有価証券及び投資有価証券

①　満期保有目的の債券 19 19 1

②　その他有価証券 21,898 21,898 －

資産計 126,177 126,178 1

(1) 支払手形及び買掛金 49,173 49,173 －

(2) 短期借入金 40,949 40,949 －

(3) 社債 35,000 35,105 △105

(4) 長期借入金 100,094 100,730 △636

負債計 225,216 225,957 △740

デリバティブ取引（＊）

①　ヘッジ会計が適用されていないもの (39) (39) －

②　ヘッジ会計が適用されているもの (50) (50) －

デリバティブ取引計 (89) (89) －

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

－ 5 －
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(3) 有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、債券は償還による受取見込額を残存期間に対応する安全性の

高い利率で割り引いた現在価値により算定しており、その他有価証券は、主として株式

であり、株式は取引所の価格によっております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(3) 社債

　社債の時価については、市場価格によっております。

(4) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっております。長期借入金のうち、変動金利

によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異な

っていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため当該帳簿価額に

よっております。金利スワップの特例処理の対象とされている変動金利の長期借入金に

ついては（下記　デリバティブ取引参照）、当該金利スワップと一体として処理された

元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割

り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

①　ヘッジ会計が適用されていないもの

　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ご

との連結決算日における契約額または契約において定められた元本相当額、時価およ

び評価損益並びに当該時価の算定方法は次のとおりであります。
（単位：百万円）

デリバティブ取引の
種類等

契約額等
時価（＊） 評価損益

うち１年超

為替予約取引

売建

米ドル 3,143 － △45 △45

ユーロ 79 － 3 3

英ポンド 21 － 0 0

タイバーツ 247 － △2 △2

買建

米ドル 313 － 3 3

ユーロ 9 － △1 △1

英ポンド 16 － △0 △0

タイバーツ 75 － 2 2

合　計 3,903 － △39 △39

（＊）時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格によっております。

－ 6 －
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②　ヘッジ会計が適用されているもの

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの

連結決算日における契約額または契約において定められた元本相当額等は、次のとお

りであります。
（単位：百万円）

区　分
デリバティブ取引

の種類等
主なヘッジ
対　　　象

契約額等
時　価

当該時価の
算定方法うち

１年超

原則的
処理方法

金利スワップ取引
支払固定・
受取変動

長期
借入金

15,000 15,000 △73
取引先金融機関
から提示された
価格等

為替予約取引

売掛金
買掛金

先物為替相場

売建

米ドル 35 － △0

買建

米ドル 713 － 23

ユーロ 42 － △1

金利
スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・
受取変動

長期
借入金

2,100 2,100 （＊１）

為替予約等
の振当処理

為替予約取引

売掛金
買掛金

（＊２）

売建

米ドル 375 －

買建

米ドル 86 －

ユーロ 10 －

合計 18,361 17,100 △50

（＊１）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記　負債(4) 参照）。

（＊２）為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金および買掛金と一体として処理

されているため、その時価は、当該売掛金および買掛金の時価に含めて記載しております（上記　資

産(2)および負債(1) 参照）。

 (注２) 非上場株式（連結貸借対照表計上額1,210百万円）は､ 市場価格がなく､ かつ将来キャッ

シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められ

るため、「資産(3) 有価証券及び投資有価証券　②その他有価証券」に含めておりませ

ん。

（注３）関係会社株式は、「資産(3) 有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。なお、

上場関係会社株式の連結貸借対照表計上額は2,299百万円、時価は771百万円、連結貸借

対照表計上額と時価との差額は1,528百万円であります。また、非上場関係会社株式の連

結貸借対照表計上額は2,640百万円であります。

－ 7 －

連結注記表



2015/05/29 10:04:42 / 14067436_東洋紡株式会社_招集通知

賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社および一部の子会社では、大阪府その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地

を含む）等を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価

35,141 39,819

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注２）当期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士が「不動産鑑定評価基準」

に基づいて算定した金額でありますが、時価の変動が軽微である場合には直近の評価時

点の評価額によっております。その他の物件については適切に市場価格を反映している

と考えられる指標に基づく金額であります。

（注３）「連結貸借対照表に関する注記　４．土地再評価差額金」の再評価を行った土地の当連

結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額のうち、賃貸等不動産による

差額は4,361百万円であります。

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 177円95銭

２．１株当たり当期純利益 9円14銭

－ 8 －
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個別注記表

第157期（平成27年３月期）

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．重要な資産の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券……………　償却原価法（定額法）を採用しております。

子会社及び関連会社株式………　移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

(ｲ) 時価のあるもの………　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

を採用しております。

(ﾛ) 時価のないもの………　移動平均法による原価法を採用しております。

棚卸資産…………………………　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。

リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

３．重要な引当金の計上基準

貸倒引当金………………………　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。

賞与引当金………………………　従業員に対する賞与金の支払いに充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。

退職給付引当金…………………　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。

ただし、当社の企業年金基金制度においては、年金資産見

込額が退職給付債務見込額に未認識過去勤務費用および未認

識数理計算上の差異を加減した額を超過しているため、前払

年金費用として計上しております。

環境対策引当金…………………　法令に基づいた有害物質の処理など、環境対策に係る支出

に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を引当計上し

ております。

－ 9 －
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４．繰延資産の処理方法

社債発行費………………………　支出時に全額費用として処理しております。

５．重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法………………　繰延ヘッジ処理、為替予約の振当処理および金利スワップ

の特例処理

ヘッジ手段とヘッジ対象………　為替変動および金利変動のリスクを、先物為替予約・金利

スワップ等の手段を用いてヘッジしております。

ヘッジ方針………………………　デリバティブ取引に関する内部規定に基づき、実需の範囲

内で行うこととしております。

ヘッジ有効性評価の方法………　ヘッジ対象とヘッジ手段それぞれの相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の累計の比較により、有効性を評価してお

ります。

ただし、特例処理によっている金利スワップは、その適用

要件を満たしていることで有効性評価を省略しております。

６．消費税等の会計処理の方法

税抜き方式によっております。

７．会計方針の変更

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下、「退職

給付会計基準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第25号　平成27年３月26日。）を当事業年度より適用し、退職給付債務および勤務

費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基

準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に基づく方法から、

退職給付の支払見込期間および支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を

使用する方法に変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱い

に従って、当事業年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴

う影響額を繰越利益剰余金に加減しております。

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が2,885百万円減少し、前払年金費用が1,452

百万円減少し、繰越利益剰余金が917百万円増加しております。また、当事業年度の営業利

益、経常利益および税引前当期純利益への影響はそれぞれ軽微であります。

なお、当事業年度の１株当たり純資産額は１円03銭増加しております。また、１株当たり

当期純利益金額への影響は軽微であります。

貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産

現金及び預金　　　　　　　　　　　　　　2百万円　　（木管保証金保全協会の担保）

２．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　306,907百万円

－ 10 －
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３．保証債務

関係会社等の金融機関からの借入等に対する債務保証額

（関係会社）

東洋紡ＧＦＡ㈱ 6,900百万円

日本ダイニーマ㈱ 1,900

東洋紡テクノウール㈱ 1,323

TOYOBO CHEMICALS(Thailand)Co., Ltd. 872

キャストフィルムジャパン㈱ 700

東洋紡リビングサービス㈱ 536

金江商事㈱ 500

東洋紡フェアトーン㈱ 455

TOYOBO Europe GmbH 361

東洋紡汽車飾件(常熟)有限公司 291

Arabian Japanese Membrane Company,LLC 174

TOYOBO U.S.A., Inc. 78

㈱呉羽アパレル 14

サンダイヤ㈱ 5

小計 14,109

（関係会社以外）

従業員住宅貸金（13件） 52

小計 52

計 14,161

４．関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 23,573百万円 短期金銭債務 13,060百万円

長期金銭債権 9,372百万円 長期金銭債務 86百万円

５．土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法……………………　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布

政令第119号）第２条第４号に定める路線価に合理的な調整を

行って算定する方法

再評価を行った年月日…………　平成14年３月31日

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

… 28,340百万円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 57,507百万円

仕入高 58,019百万円

営業取引以外の取引高 8,323百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末自己株式数 普通株式 2,653,322株

－ 11 －
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税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

賞与引当金 897百万円

棚卸資産評価減 308

退職給付引当金 3,140

貸倒引当金 917

減損損失 526

環境対策引当金 234

投資有価証券評価減 1,196

減価償却超過額 539

繰越欠損金 5,978

合併引継有価証券 209

資産除去債務 102

その他 1,264

繰延税金資産小計 15,310

評価性引当額 △2,721

繰延税金資産合計 12,590

（繰延税金負債）

適格事後設立 △2,342百万円

その他有価証券評価差額金 △1,605

その他 △564

繰延税金負債合計 △4,511

繰延税金資産の純額 8,079

上記のほか、再評価に係る繰延税金負債19,279百万円を固定負債に計上しております。

２．法人税率の変更等による影響

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）および「地方税法等の一部

を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、当

事業年度の繰延税金資産および繰延税金負債の計算（ただし、平成27年４月１日以降解消さ

れるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の36%から、回収または支払が見込

まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは33%、平成28年４月１日以

降のものについては32%にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が881百万円減少

し、当事業年度に費用計上された法人税等調整額の金額が1,079百万円増加しております。

また、再評価に係る繰延税金負債は2,410百万円減少しております。

－ 12 －
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関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

属 性 会社等の名称
議決権等の
所 有 割 合

関 連 当 事 者 と の 関 係 取引の内容
取引金額
（注７）

科 目
期末残高
（注７）

子 会 社 東洋紡ＳＴＣ㈱ 直接 100％
当社が各種製品を販売
役員の兼任等…有

製品を販売
（注１）

37,421 売 掛 金 11,139

子 会 社 日本エクスラン工業㈱ 直接　80％
当社がアクリル繊維製品
を購入
役員の兼任等…有

アクリル繊維製品の
購入（注２）

15,274 買 掛 金 2,432

子 会 社
東洋紡エンジニアリン
グ㈱

直接 100％
当社の建物・機械装置の
設計及び施工を請負
役員の兼任等…有

当社の建物・機械装
置の設計・施工を請
負（注３）

7,116 未 払 金 3,299

子 会 社 東洋紡ＧＦＡ㈱ 直接 100％
債務保証
役員の兼任等…有

銀行借入に対する債
務保証

6,900 － －

子 会 社 東洋染色工業㈱
直接　93％
間接　 7％

－ 債権の放棄（注４） 897 － －

関連会社 水島アロマ㈱ 直接　50％
当社が化成品、合繊原料
を購入
役員の兼任等…有

化成品・合繊原料の
購入（注５）

12,399 買 掛 金 4,014

関連会社 日本ダイニーマ㈱ 直接　50％
債務保証
役員の兼任等…有

銀行借入に対する債
務保証

1,900 － －

関連会社 日本ユニペット㈱ 直接　45％ 役員の兼任等…有

関係会社株式の譲渡
（注６）

593 未収入金 593

関係会社株式売却益
（注６）

593 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）当社は、製品を市場価格を勘案の上決定した価格により販売しております。

ただし、繊維製品については、当社の総原価に一定の利益を加えた価格によってお

ります。

（注２）当社は、同社製品を市場価格を勘案の上決定した価格により購入し、主にその購入

価格で販売しております。

（注３）建物・機械装置の設計・施工については、市場価格を勘案の上決定した価格によっ

ております。

（注４）債権放棄については、東洋染色工業㈱の清算結了により行ったものであります。

（注５）原料の購入については、同社の総原価に一定の利益を加えた価格によっております。

（注６）平成27年３月31日付で当社が保有する同社の株式の全てを同社に譲渡しております。

なお、売却価格は平成26年12月末日時点の純資産額を基に算定しております。

（注７）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めておりま

す。

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 167円53銭

２．１株当たり当期純利益 5円00銭

－ 13 －
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